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日本AALA第 57 回定期大会議案に対し、小松崎栄氏より修正対案が提出された。拝読の結果、看過す

ることが適当ではないと考えられる不正確な主張が、数点にわたり見られたため、執行部が提案した「本
来的な趣旨」だと考えているところの私見を、以下、文書発言にて闡明する。 
 
１、 「『国連憲章』の視点の全くの欠落」という主張 

 
「修正対案」は「非同盟運動のよりどころは国連憲章とバンドン精神です。また、日本ＡＡＬＡは目的

として、『国連憲章に基づく平和な世界秩序』を掲げています。･･（しかし方針案の）「国際情勢」では「『国
連憲章』をいう言葉は 1回しか出てきません。運動方針案でも 1回であることに象徴されているように、
その視点が全く欠落しています。」と指摘している。だが、総会方針案をよく読んでみると、「国連憲章」
をその本来的な目的として活動する「国連総会」や「国連決議」による非同盟諸国を中心とする具体的な
取り組みがしっかり書き込まれていることが確認できる。そもそも、何回使えばまともな「視点」になる
のかという 「貧弱」な思考方法そのものがまことに問題であるが、あえて言えば （国連総会〔決議〕）と
いう単語が方針部分含めると８か所出てきている。 
「キューバへの経済封鎖は国連総会で毎年、国際法違反と断罪されている」（総会議案Ｐ２右列）、 「･･ロ
シアはウクライナに軍事侵攻しました。これは国連憲章違反の侵略を〔ママ〕として強い国際批判を招き
ました」（同Ｐ３左列上）、 「イスラエルと米国のイラン核施設攻撃などで、『核使用の威嚇』が繰り返され
核戦争の危機は予断を許さない状況･･国連と国際法の役割が問われる･･」（同Ｐ３左列下）、 「国連総会は
問題の根源である『イスラエルによる占領支配』と各国からの支援をやめるよう求める決議を採択」（同
Ｐ４中列下）、 「ロシアによるウクライナ侵略には 2022 年 3 月 2日の国連決議では、国連加盟国の 144 ヵ
国が反対、即時撤退を求めましたが、･･」（同Ｐ４右列上）、 「国連総会では、戦争と軍事力による世界支
配に反対し、主権平等の原則にもとづいて公正な国際秩序を求める一連の決議が採択･･」（同Ｐ４右列中）、
「世界を脅かしているのは、国連憲章と国際法の基礎となっている各国の主権と独立の原則を破って戦
争と介入を繰り返す大国の支配と横暴です。」（同Ｐ７左列中）、「国連決議によらず 60ヵ国以上の諸国に
課されているアメリカによる『一方的制裁』は人民の人権と自決権を侵害する違法行為･･」（同左列下）
等々･･。 
修正対案趣旨が言う 「『国連憲章』をいう言葉は一回しか出てきません。運動方針案でも 1回であるこ

とに象徴されているよういに、その視点は全く欠落しています。」との指摘は、「的外れ」と言わざるをえ
ない。なお、まったくの蛇足となるが「バンドン精神」「バンドン会議」という単語も 5か所で「非常に
正しく」使用されていることが確認できるであろう。 
 
２、グローバルサウス・BRICS＝中・露覇権主義の『隠れ蓑』という主張 
 
修正案趣旨は、方針案が 「事実上、ロシアや中国が大きな影響力を持つBRICS とグローバルサウスと



結びつけて隠れ蓑にして、ロシアや中国の覇権主義・大国主義の動きや国連憲章違反の動きを免罪し、世
界の進歩勢力側にあるように印象付けようとしている。」と指摘する。果たして本当にそうなのか、方針
案を見てみよう。 
方針案の主張は、AALA諸国の苦闘の歴史が過去の植民地支配、すなわち西欧資本主義列強の『原始的

蓄積』の犠牲者としての負の遺産であり、それが現代では「金融植民地主義」に転化して、今なお、経済
的政治的な困難が継続しているという指摘である。しかし、とりわけ、近年の「世界経済危機とアメリカ
国内の経済的、社会的な矛盾のたかまりで、アメリカの世界的な覇権がいっそう揺らぎ始め、･･アメリカ
一国では支えきれなくなった軍事力と、国内財政及びドル支配」の両方を維持するためのトランプ政権
の強権発動との世界各国（とりわけ AALA 諸国）との衝突の激化、また一方では「アメリカと一体とな
って『西側』覇権体制を支え、そこから利益を引き出し」てきた西側諸国の支配層と AALA 諸国との衝
突の激化という視点が読み取れる。 
そして様々な困難の中でも、ＡＡＬＡ地域の中から、経済的発展を遂げた BRICS の発展を見、今年 7

月に行われた首脳会議では、「アメリカによるドル覇権と経済支配からの脱却をめざして、現地通貨での
貿易決済や投資の拡充など『脱ドル化』体制の模索を続ける」とことなったのであり、トランプ大統領に
よる敵意に満ちた「脅し」に対して、議長国ブラジルのルラ大統領が「世界は多国間主義を崩壊させる皇
帝を望まない」と一蹴に付し、マレーシアのアンワル首相もBRICSの運動は「バンドン会議の挑戦を引
き継ぐものだ」と強調したのである。 
 
また、方針案の世界情勢「３．グローバルサウスの台頭と公正な世界秩序の模索」には以下のようにあ

る。「『西側』覇権を揺るがしている大きな力は、かつての植民地支配から脱して自立と平和、協力、共存
の世界秩序を求めるグローバルサウスの国々（ＡＡＬＡ地域）です。それらの国々は社会体制も文化も多
様であり、総じて過去の負の遺産を引きずり、国づくりに苦労している諸国が多い。『西側』による植民
地的な支配（金融植民地主義）の下で搾取と人種差別、飢餓や民族紛争に苦しんでいます。･･」 
斯くあるように、方針案は、グローバルサウス諸国の政治・経済が決して「成功的」に進んでいない現

実をリアルに見ているし、社会や文化の面でも多様（ 「無条件的」な民族的自決権）であり、いわゆる欧
米 「先進」諸国の「色眼鏡」で短絡的に成否を判断すべきではないという立場をとっているといえる。ま
た、その中で中露がいかなる「良い」あるいは「悪い」役割を果たしているかの直接的評価は無い。むし
ろ、米中の対立激化と東アジアにおける中国の覇権主義的行動のエスカレートの中でも、ＡＳＥＡＮ諸
国が、 「インドネシアやマレーシアなど主要国が『非同盟』を掲げて、米中の覇権争いに中立の立場をと
り、地域の安定を維持しています」と指摘し、グローバルサウスが中露覇権主義の「隠れ蓑」となり得て
いない冷厳な事実に言及している。すなわち、修正案が主張する「グローバルサウス・BRICS＝中露覇権
主義の『隠れ蓑』論」とは、むしろ真逆の世界情勢論があらためて確認できよう。 
そもそも、日本AALAはグローバルサウス＝「中・露」などと短絡視してはいないし、BRICS＝「中・

露」とも見てはいない。ましてや「隠れ蓑」などという視点も無く、修正案趣旨が非難する 「ロシアや中
国の覇権主義・大国主義の動きや国連憲章違反の動きを免罪」するなどという、誰が聞いても稚拙で馬鹿
げた主張など些かも無いのであって、まったく「云われなき中傷」といわざるを得ない。 
 
そもそも、修正案が「米国、中国、ロシアは覇権主義・大国主義的路線をとり続け、独立と主権、人権



を擁護する国連憲章にもとづく世界秩序へ力で挑戦するなど、民族自決・世界平和、民主主義と社会進歩
という世界の人々の願いへの逆流が強まっています。」と指摘し、 そうとう複雑な世界情勢を単に“国連
憲章による国際秩序”vs“覇権主義的国際秩序”のごとき二極構造へ「還元」することが、果たして精確な
世界観といえるのかという疑問や意見も当然出てくるであろう。 
多国籍企業及びウォール街を中心とする金融大独占による世界支配、ドル覇権による世界支配の構図、

資本主義的生産関係の根本的矛盾激化の情勢の中での、グローバルサウスの結束や対抗軸としての
BRICS の発展という政治経済現象をどう科学的に、単に迎合的にではなく批判的に捉えるのか？斯かる
視点はＡＡＬＡの運動を前進させる上で、きわめて重要な「項」だといわざるを得ない。 
だからこそ、皮相な中傷ではなく、深い分析・考察、そして幅広い視野と国際連帯の運動が大切なので

あって、世界中の多くの民主的な科学者や運動家、人民との連帯を進める大衆運動団体ＡＡＬＡの役割が
あるといえる。国際的にも、国内的にも、軍国主義や排外主義が台頭するきわめて不穏な情勢が到来した
以上、広範な平和勢力、民主勢力が団結した反ファシズム統一戦線的な運動が極めて重要だと考える。そ
の発展のためには、様々な詳細な意見の違いをのりこえて団結することこそが、今、私たちに求められて
いるのではないだろうか。 

以上 


